
平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① ha
②
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

有機質肥料を使用し、化学肥料を使用しない土づくりを実践する
ことは、安全安心という消費者ニーズに応えるためにも必要な事
業である。

評
価
結
果

不要 　

26年度

0
750,000

0

計画
50

0

1

420,000

0
0

100

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

0.0%

26年度
当初予算額

0
0

0
750,000

決算増減率

405,250

予算現額 決算額

-26.8%
750,000

0

６
評
価

Ｂ

評価の視点

0

指　標　名

活
動
指
標

実績 計画

0

630,000

0

25年度

Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

Ｃ有  効  性

達成率
助成対象面積（散布面積）

実績
41

-26.8%

72.3%

補助率及び上限額について見直す余
地あり

２次評価

円）（Ｂ）4,200

効  率  性

1

100

1,170,000

1

1,050,000 825,250

①事務事業に携わる正規職員数

420,000

0.0%

0.0%

１ 妥当である
１ 妥当である

３ 妥当でない

○農協及び農業者へ当該事業の周知を図った。
○補助対象となる農業者・面積について、農業者別の営農計画書（細目書）に基づき、確認作業を行った。

③人件費（②×＠

２ 検討の余地あり

Ａ

負担割合の適正化 １ 適正である
Ｂ 実施主体の適正化

上位施策への貢献度

予算現額

0
0

0
553,800

⑤その他
支出合計（Ａ）

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

単位 24年度

区　　分

①需用費
②委託料

単位

0

0
0

24年度
決算額

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

支
出
内
訳

③工事請負費

①国庫支出金
②県支出金

２
事
業
概
要

事 業 概 要
安心安全な米づくりと魚津産米のブランド化促進への取組みを支援することを目的としており、減化学肥料である有
機質資材を散布した場合に要する経費と通常肥料を散布した場合に要する経費の差額に対して、魚津市農協が補助金
を交付する経費に対し、農協に補助金を交付する市単独の補助事業。

対　   　象

意       図
（成果指標）

環境にやさしい農業を市内に普及・拡大させ、助成対象となる有機質散布面積の拡大を図る。

農協が助成対象とする有機質資材の散布面積

有機質資材を散布する農家

手       段
（活動指標）

施  策  名

55

0

0
405,250

00

農業振興費

72.3%

協働になじまない４-３　農産物のブランド化推進 市民協働の状況

水稲作付面積のうち有機質資材散布面積の割合

750,000
0

0

３
指
標

25年度

56

0 0

計画
55

0成
果
指
標

補助金

0
0

0
0
0

630,000

終了年度平成20年度

係　   　名

開始年度 当面継続

農林水産課環境にやさしい農業推進事業

環境にやさしい農業推進事業

自治事務

農政振興係

0765-23-1034

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

電 話 番 号

会　   　計

款

項

目

対象の妥当性

２ 普通
２ 普通
２ 検討の余地あり

１ 妥当である
１ 高い

１ 高い
１ なし

２ 目標どおり

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

553,800 630,000 405,250

一般会計

農林水産業費

農業費

750,000

-15.3%

-26.8%

0

１ 高い

630,000

0

0

553,800

0
553,800

0

100

420,000

1

973,800

３ 妥当でない

420,000

-26.8%

0

100

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

２ 検討の余地あり
目標達成度
類似事業の有無

750,000

0
0

750,000

0
0

750,000

100

1

420,000

1,170,000

0

３ あり

0

３ 低いコスト効率
３ 適正でない
３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

405,250

0

３ 低い

１ 適正である
２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり



平成 25年度実績に関する事務事業評価表
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②
③
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②
③

円
円
円
円
円
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円
円
円
円
円
円
人
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円

円

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり１ 適正である

１ 適正である

３ 低い
３ 適正でない
３ 適正でない

１ 高い

会　   　計

款

項

目

２ 検討の余地あり

予
算
科
目

協働になじまない

内　　容
３ 妥当でない

農政振興係係　   　名

0765-23-1034

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

ソフト事業

20,000

終了年度

３ あり
３ 低い

効  率  性 Ａ

３ 妥当でない

１ 高い
１ なし

農家の生産意欲の高揚を図り、農林産物の品質向上等につなげるため、表彰事業等を実施した。
また、県等の表彰に推薦するため、調書等を作成した。

３
指
標

25年度

4

単位 24年度
計画

4

担
当
部
署 電 話 番 号

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間 昭和40年度開始年度 当面継続

農林水産課農業関連表彰事業

農業関連表彰事業

自治事務

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

４
コ
ス
ト
情
報

一般会計

農林水産業費

農業費

農業振興費

２
事
業
概
要

事 業 概 要
農家の生産意欲の高揚を図り、農林産物の品質向上等につなげるため、表彰事業等を実施する。
また、県等の表彰に推薦するため、調書等を作成する。

対　   　象

意       図
（成果指標）

農家の生産意欲の高揚が図られ、農林産物の品質向上、販売量につながる。

４-３　農産物のブランド化推進

受賞数
達成率
100.0%

財
源
内
訳

人
件
費

①国庫支出金

30,000

成
果
指
標

支
出
内
訳

園芸農産物販売量（水田農業ビジョン・花きを除く）

③工事請負費

⑤その他

84,000

②県支出金

①事務事業に携わる正規職員数

114,000 104,000

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

支出合計（Ａ）

2,144

30,000 20,000
0

20,000

10,000

30,000

924,000

220

2,072

30,000
20,000

0

20

84,000

1

20

1 2

25年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

区　　分

①需用費
②委託料

単位

ＪＡうおづ農業祭に併せて開催される農林産物品評会において、穀類、蔬菜、果実、林産物の各部の優等者に魚津市長賞として賞品を授与する。

農家

手       段
（活動指標）

4

指　標　名 実績

目  標  名

政  策  名

施  策  名

2

954,000

1000.0%

1000.0%

807.7%

924,000

100.0%

944,000

220

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ａ

954,000総　費　用（Ａ＋Ｂ）

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 低い・未実施
対象の妥当性

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

24年度
決算額

20,000
予算現額

20,000 20,000

活
動
指
標

市民協働の状況

実績
4

計画

20,000

予算現額 決算額

0.0%

2,144 2,072

20,000

20,00030,000
10,000

0.0%

0.0%

決算増減率

0.0%

30,000

26年度

2,100100.0%

30,000

計画
4

2

924,000

220

30,000

26年度
当初予算額

20,000

10,000
30,000

評
価
結
果

不要 　
計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

農林産物の品質向上と農業者の生産意欲の高揚に資する事業であ
る。



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① kg
② 個
③ 回
① ％
② 品目
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

地産地消が求められており、地場産食材の地元消費は生産者が見
える安全安心な食生活に必要なことである。引き続き、地場産食
材の活用拡大を図っていかなければならない。

評
価
結
果

不要 　

26年度

2

30

計画
27,000

2

2,520,000

600

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

100.0%

26年度
当初予算額
1,415,960

184,040

1,600,000

決算増減率

14

1,600,000

予算現額 決算額

0.0%
1,600,000

６
評
価

Ａ

評価の視点

2

28

指　標　名

合同調理実習の回数
14

活
動
指
標

実績

14

計画

14 14

21

1,371,715

800,000

25年度

32

-0.3%

Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

Ａ有  効  性

達成率
学校給食に利用した地場産食材量

学校給食への青果物出荷団体数(市内)

実績
26,127

2.0%

92.0%
65.6%

100.0%

0.0%

計画どおり事業を実施することが適
当

２次評価

円）（Ｂ）4,200

効  率  性

1

200

4,120,000

2

2,440,000 4,120,000

①事務事業に携わる正規職員数

840,000

200.0%

200.0%

１ 妥当である
１ 妥当である

３ 妥当でない

・地場産食材活用推進協議会を開催し、学校給食関係者と生産関係者の連絡調整を行った。（1回）
・地場産食材を活用した特別給食の日を実施（2回）
・小学生と地元生産者の方との合同調理実習

③人件費（②×＠

２ 検討の余地あり

Ａ

負担割合の適正化 １ 適正である
Ａ 実施主体の適正化

上位施策への貢献度

予算現額

800,000

⑤その他
支出合計（Ａ）

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

単位 24年度

区　　分

①需用費
②委託料

単位

1,418,000
182,000

24年度
決算額

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

支
出
内
訳

③工事請負費

①国庫支出金
②県支出金

２
事
業
概
要

事 業 概 要
学校給食における地場産食材の活用を拡大し地産地消を推進するとともに、地域生産者の協力を得て、児童生徒の地
域に対する知識、理解を深める。

対　   　象

意       図
（成果指標）

地場産食材の学校給食への活用を拡大・増加させるとともに、食育を推進し、望ましい食習慣の形成や児童生徒の地域理解を深める。

・地場産食材活用推進協議会を開催し、学校給食関係者と生産関係者の連絡調整を行った。（1回）
・地場産食材を活用した特別給食の日を実施（2回）
・小学生と地元生産者の方との合同調理実習

市内農家、市内漁業関係者、学校給食を食べている生徒

手       段
（活動指標）

施  策  名

22,377

23

農業振興費

100.0%
1

113.6%

協働している４-３　農産物のブランド化推進 市民協働の状況

学校給食に利用した地場産食材量利用した地場産食材割合

学校給食に利用した地場産食材の種類(青果物) 32

223,737

３
指
標

25年度

23,000

24 30

計画
22,000

2

30

2
成
果
指
標

ソフト事業

800,000

1,418,000
182,000

終了年度平成21年度

係　   　名

開始年度 当面継続

農林水産課地産地消事業

地産地消事業

自治事務

農政振興係

0765-23-1032

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

電 話 番 号

会　   　計

款

項

目

対象の妥当性

２ 普通
２ 普通
２ 検討の余地あり

１ 妥当である
１ 高い

１ 高い
１ なし

２ 目標どおり

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

1,600,000 1,600,000 1,600,000

一般会計

農林水産業費

農業費

800,000

68.9%

0.0%

228,285

１ 高い

1,600,000

800,000

1,376,263

1,600,000
800,000

200

840,000

1

2,440,000

３ 妥当でない

2,520,000

32

0.0%

600

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

２ 検討の余地あり
目標達成度
類似事業の有無

1,600,000

800,000

1,600,000
800,000

200

1

840,000

2,440,000

800,000

３ あり

３ 低いコスト効率
３ 適正でない
３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

800,000

３ 低い

１ 適正である
２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 個
②
③
① 人
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり１ 適正である

１ 適正である

３ 低い
３ 適正でない
３ 適正でない

１ 高い

会　   　計

款

項

目

２ 検討の余地あり

予
算
科
目

協働可能だが予定なし

内　　容
３ 妥当でない

農政振興係係　   　名

0765-23-1032

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

補助金

500,000

終了年度

３ あり
３ 低い

効  率  性 Ｂ

３ 妥当でない

１ 高い
１ なし

○西布施かのこゆり根生産組合と作業委託契約を締結した。
○カノコユリロード設置のための道路占用等の手続きを行った。
○プランターの設置及び撤去作業を補助した。
○市民へのカノコユリ球根配布作業を行った。

３
指
標

25年度

210

単位 24年度
計画

210

担
当
部
署 電 話 番 号

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間 平成4年度開始年度 当面継続

農林水産課カノコユリロード設置事業

カノコユリロード設置事業

自治事務

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

４
コ
ス
ト
情
報

一般会計

農林水産業費

農業費

農業振興費

２
事
業
概
要

事 業 概 要

市の花カノコユリをＰＲするため、お盆の期間中、公共機関を中心に市内各地にカノコユリのプランターを配置し、
市のイメージアップに努めるとともに、期間終了後、回収したカノコユリを市民に配布し、市の花として広く浸透さ
せていく。
また、新規生産者の掘り起こしを図る。

対　   　象

意       図
（成果指標）

カノコユリが魚津市の花であることを市内外に浸透させるとともに、カノコユリ生産農家の新規担い手の育成を図
る。

４-３　農産物のブランド化推進

カノコユリプランター数
達成率
79.0%

財
源
内
訳

人
件
費

①国庫支出金

500,000

成
果
指
標

支
出
内
訳

カノコユリ生産農家数

③工事請負費

⑤その他

420,000

②県支出金

①事務事業に携わる正規職員数

920,000 920,000

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

支出合計（Ａ）

7

500,000 500,000

500,000
500,000

420,000

100

6

500,000
400,000

100

420,000

1

100

1 1

25年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

区　　分

①需用費
②委託料

単位

市内に設置するカノコユリプランター数

市民、カノコユリ生産農家

手       段
（活動指標）

210

指　標　名 実績

目  標  名

政  策  名

施  策  名

1

920,000

0.0%

0.0%

-10.9%

420,000

0.0%

820,000

100

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ｂ

770,000総　費　用（Ａ＋Ｂ）

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 低い・未実施
対象の妥当性

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

Ｂ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

500,000

24年度
決算額

500,000

予算現額

400,000

活
動
指
標

市民協働の状況

実績
166

計画

400,000

予算現額 決算額

-20.0%

6 7

-20.0%

500,000

400,000500,000 -20.0%

-20.0%

決算増減率

500,000

26年度

685.7%

350,000

計画
50

1

420,000

100

350,000

26年度
当初予算額

350,000

350,000

評
価
結
果

不要 　
補助率及び上限額について見直す余
地あり

２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

カノコユリは市の花であり、広く市内外にPRしていかなければな
らない。



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 円
② 組織
③
① t
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

「新鮮、安全、安心」な地元の青果物等の充足率の向上と県産園芸作物の生産
拡大を図るため、主殻作農家等への園芸作物の導入による新たな担い手育成・
確保や、既存産地における産地間競争に耐えうる生産基盤の強化などの対策
「食のとやまブランド」施策と一体となって推進し、がんばる・意欲のある園
芸生産者を支援する事業である。生産者から要望があれば、積極的に支援して
いく必要がある。

評
価
結
果

不要 　

26年度

555,000

2,100

計画
555,000

1

1,680,000

400

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

0.0%

26年度
当初予算額

555,000

決算増減率

1

127,000

予算現額 決算額

-96.6%
555,000

６
評
価

Ａ

評価の視点

2,072

指　標　名

2

活
動
指
標

実績

1

計画

2 1

127,000

25年度

Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

Ｂ有  効  性

達成率
合計交付金額
交付組織数

実績
127,000

-98.9%

94.2%

-100.0%

現行どおり補助することが適当 ２次評価

円）（Ｂ）4,200

効  率  性

1

400

2,235,000

1

1,807,000 1,807,000

①事務事業に携わる正規職員数

1,680,000

100.0%

100.0%

１ 妥当である
１ 妥当である

３ 妥当でない

・とやま鉢花生産者組合の資材購入に対する補助（魚津市受益者１経営体）を行った。

③人件費（②×＠

２ 検討の余地あり

Ａ

負担割合の適正化 １ 適正である
Ａ 実施主体の適正化

上位施策への貢献度

予算現額

7,457,000

11,186,000
⑤その他
支出合計（Ａ）

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

単位 24年度

区　　分

①需用費
②委託料

単位
24年度

決算額

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

総　費　用（Ａ＋Ｂ）

４
コ
ス
ト
情
報

財
源
内
訳

人
件
費

支
出
内
訳

③工事請負費

①国庫支出金
②県支出金

２
事
業
概
要

事 業 概 要
「新鮮、安全・安心」な地元の青果物等を求める県民ニーズの充足率の向上とともに、県産園芸作物の生産拡大を図
るため、主穀作農家等への園芸作物の導入による新たな担い手の育成・確保や、既存産地における産地間競争に耐え
うる生産基盤の強化などの対策を推進し、がんばる・意欲のある園芸生産者を支援する事業。

対　   　象

意       図
（成果指標）

農業団体の設備等が整備されることで、効率的かつ安定的な農業経営を行う。
経営の安定化、効率化が図られた地域農業の担い手が、経営規模の拡大を図り、地域農業を牽引する。

市内の系統出荷別組織への補助

市内の系統出荷別組織

手       段
（活動指標）

施  策  名

3,729,000

127,000

農業振興費

100.0%
100.0%

協働になじまない４-３　農産物のブランド化推進 市民協働の状況

園芸農産物販売量（水田農業ビジョン・野菜、果樹）

11,186,000

３
指
標

25年度

127,000

2,144 2,200

計画
3,729,000

2,144成
果
指
標

補助金

127,000

終了年度平成21年度

係　   　名

開始年度 当面継続

農林水産課農産物ブランド化推進事業

農産物ブランド化推進事業

自治事務

農政振興係

0765-23-1032

担
当
部
署

予
算
科
目

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

電 話 番 号

会　   　計

款

項

目

対象の妥当性

２ 普通
２ 普通
２ 検討の余地あり

１ 妥当である
１ 高い

１ 高い
１ なし

２ 目標どおり

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間

目  標  名

政  策  名

11,186,000 127,000 127,000

一般会計

農林水産業費

農業費

185,000

-85.0%

-98.9%

１ 高い

127,00011,186,000
3,729,000

200

840,000

1

12,026,000

３ 妥当でない

1,680,000

-98.9%

400

３ 妥当でない
３ 低い・未実施

２ 検討の余地あり
目標達成度
類似事業の有無

11,186,000

7,457,000

11,186,000
3,729,000

200

1

840,000

12,026,000

370,000

３ あり

３ 低いコスト効率
３ 適正でない
３ 適正でない

評価項目 内　　容
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

127,000

３ 低い

１ 適正である
２ 改善の余地あり
２ 改善の余地あり



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② a
③
① ％
②
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり１ 適正である

１ 適正である

３ 低い
３ 適正でない
３ 適正でない

１ 高い

会　   　計

款

項

目

２ 検討の余地あり

予
算
科
目

協働になじまない

160,400

290,000

0
0

内　　容
３ 妥当でない

農政振興係係　   　名

0765-23-1034

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

補助金

0
140,200

25,000
0
0

終了年度

３ あり
３ 低い

効  率  性 Ａ

３ 妥当でない

１ 高い
１ なし

-15.4%

○市ホームページ等を活用しながら、当該事業の普及・拡大に取組んだ。
○助成対象となる申請者の書類内容を確認するとともに、対象となる活動が実践されているか、現地確認を行った。
○当該事業は国1/2、県1/4、市1/4の補助事業であるが、国・県との補助金申請手続きや確認作業等について、遅滞なく処理した。

３
指
標

25年度

2

単位 24年度
計画

3

担
当
部
署 電 話 番 号

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間 平成23年度開始年度 当面継続

農林水産課環境保全型農業直接支援対策事業

環境保全型農業直接支援対策事業

自治事務

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

４
コ
ス
ト
情
報

一般会計

農林水産業費

農業費

農業振興費

２
事
業
概
要

事 業 概 要
化学肥料や化学合成農薬の使用について、慣行使用基準の５割以上を削減する先進的な営農活動を実践しながら、地
球温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い取組を併せて実践する農家に対して助成金を交付する。

対　   　象

意       図
（成果指標）

地球温暖化防止や生物多様性保全等に効果の高い取組を市内に普及・拡大させ、当該事業に取組む農家を拡大し、環
境保全型農業に対する農家の意識を高めることで、安全で安心かつ付加価値のある農産物の生産を拡大させる。

58.6%

４-３　農産物のブランド化推進

当該事業に取組む農家数
当該事業の助成対象面積

達成率
100.0%

財
源
内
訳

人
件
費

①国庫支出金

1,091,000

成
果
指
標

支
出
内
訳

エコファーマー数と当該事業に取組む農家の割合

③工事請負費

⑤その他

840,000

②県支出金

①事務事業に携わる正規職員数

1,931,000 1,089,600

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

支出合計（Ａ）

0.02

1,091,000

575,000
0

0
189,600

249,600
0

37,695

249,600

38,000

0
516,000

0

840,000

200

0.01

334,000
80,200

32,970

200

840,000

1

200

1 1

0
154,800 196,000

25年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

区　　分

①需用費
②委託料

単位

1,031,000

当該事業に取組む農家数及び助成対象面積

エコファーマー農家

手       段
（活動指標）

2

指　標　名

1,999

実績

274,000

目  標  名

政  策  名

施  策  名

1

1,174,000

0.0%

0.0%

-2.7%

840,000

0.0%

1,060,400

200

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ｂ

1,361,000総　費　用（Ａ＋Ｂ）

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 低い・未実施
対象の妥当性

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

0

24年度
決算額

22,305
0

予算現額
22,000 27,030

0
0
0

2,577

活
動
指
標

市民協働の状況

実績
2

401

計画

474 684

220,400

予算現額 決算額

-12.5%

-15.4%

0.01 0.01

0
94,800

220,400
0

334,000
0

35,000
-11.7%

-11.7%

-9.4%

決算増減率

21.2%

0
138,000

26年度

0
461,000

0.01100.0%

231,000

計画
2

0

1

840,000

0
0

200

521,000

26年度
当初予算額

26,000
0

34,000
521,000

評
価
結
果

不要 　現行どおり補助することが適当 ２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

減農薬、減化学肥料によるコメ生産への取り組みは、安全安心と
いう消費者ニーズに応えるためにも事業を推進する必要がある。



平成 25年度実績に関する事務事業評価表

　

① 件
② 円
③
① 件
② 件
③

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
人

時間

円

円

２ 改善の余地あり

２ 普通
２ 改善の余地あり１ 適正である

１ 適正である

３ 低い
３ 適正でない
３ 適正でない

１ 高い

会　   　計

款

項

目

２ 検討の余地あり

予
算
科
目

協働になじまない

482,500

内　　容
３ 妥当でない

農政振興係係　   　名

0765-23-1032

実施主体の適正化
負担割合の適正化

コスト効率

補助金

終了年度

３ あり
３ 低い

効  率  性 Ｂ

３ 妥当でない

１ 高い
１ なし

10.2%

新築された加工施設にて必要な食品乾燥機等に対して補助

３
指
標

25年度

1

単位 24年度
計画

1

担
当
部
署 電 話 番 号

課       名

１
基
本
項
目

事 務 事 業 名

予 算 事 業 名

事  業  区　分

総
合
計
画 基本事業名

事  業  期　間 平成23年度開始年度 当面継続

農林水産課農産物直売加工施設整備支援事業

農産物直売加工施設整備支援事業

自治事務

５
取
組
内
容

③地方債
④その他（使用料、雑入等）
⑤一般財源
収入合計

②年間所要時間

４
コ
ス
ト
情
報

一般会計

農林水産業費

農業費

農業振興費

２
事
業
概
要

事 業 概 要
地産地消の普及や、６次産業化の推進に取り組む直売施設や、農産加工施設に対し、その機能の強化、及び新設に要
する経費に対して補助する

対　   　象

意       図
（成果指標）

直売施設・加工施設等の整備に対して補助することで施設の拡充や、６次産業化にかかる流通・販売経路の拡大な
ど、魚津市産の農産物がよりたくさんの市民へと広がっていき、地産地消が推進される。

96.5%

４-３　農産物のブランド化推進

申請件数
交付金額

達成率
100.0%

財
源
内
訳

人
件
費

①国庫支出金

500,000

成
果
指
標

支
出
内
訳

強化施設または促進活動
６次産業化に取組んでいる組織等

③工事請負費

⑤その他

840,000

②県支出金

①事務事業に携わる正規職員数

1,340,000 1,277,950

円）（Ｂ）4,200③人件費（②×＠

支出合計（Ａ）

1

500,000

437,950

437,950

437,950
500,000

1,176,000

280

1
2

500,000
482,500

200

840,000

1

200

1 1

25年度

基本目標１　にぎわい、活力あるまち

３　地域の特性を活かした農林水産業の振興

４　農業の振興

④負担金補助及び交付金

区　　分

①需用費
②委託料

単位

1

500,000

取組する地場農産物直売組織の募集または選定

①地場農産物直売組織②地場農産物での６次産業化に取り組む加工業者、又は農業者

手       段
（活動指標）

1

指　標　名

500,000

実績

500,000

目  標  名

政  策  名

施  策  名

1

1,676,000

40.0%

40.0%

29.8%

1,176,000

0.0%

1,658,500

280

１ 妥当である
１ 高い

１ 妥当である
１ 妥当である

目標達成度
類似事業の有無
上位施策への貢献度

Ａ

1,676,000総　費　用（Ａ＋Ｂ）

　平成25年度に取り組んだ事務事業の内容及び改善内容

３ 低い・未実施
対象の妥当性

２ 目標どおり
２ 検討の余地あり

２ 普通
２ 検討の余地あり

評価項目
自治体関与の妥当性
目的の妥当性 ２ 検討の余地あり ３ 妥当でない

６
評
価

Ａ

評価の視点 Ｈ25評価Ｈ24評価

妥　当　性

１次評価
（課長総括）

有  効  性

Ａ

24年度
決算額予算現額

500,000

活
動
指
標

市民協働の状況

実績
1

482,500

計画

437,950 500,000

482,500

予算現額 決算額

10.2%

1
1 1

2

437,950

482,500500,000 10.2%

10.2%

決算増減率

500,000

26年度

500,000

1
3

100.0%
100.0%

500,000

計画
1

1

1,176,000

280

500,000

26年度
当初予算額

500,000

評
価
結
果

不要 　現行どおり補助することが適当 ２次評価

評
価
結
果

(

課
題
及
び
今

後
の
方
針

)

経済的理由から、直売施設、加工施設等の整備に取り組めない地
場農産物の生産・流通・直売を行っている任意組織に、補助金を
交付することで、施設の拡充や流通・販売経路の拡充などの支援
を行っている。地産地消を推進する上で、継続的に実施していく
必要がある。


